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保育施設の「屋外遊戯場』としての公園の代替利踊に闘する蘇究

一地域の住環境計画の視点による住区基幹公園活用を目指して一
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本研究は,横浜市の保育施設を対象とした屋外遊戯場の実態や公断lj用の状況把握とともに,保育環境としての公園像にっいて明ら

かにすることを目的とする。保育施設のほとんどが「週1回以上」園外活動を行うこと,週に1回以上利用する公園の66%が街区公

園であること,園庭の広さが十分でない保育施設では公園をほぼ毎日利用といった園庭の代替剰用の実態と共に,保育のねらいによる

公園ニーズの相違を明らかにした。保育施設にとって公園は屋外遊戯揚」の補完・代替だけでなく,保育を展開する上での積極(強

化)的利用をする場として重要な位置づけであり,これらを受け止める地域との関係や体制のしくみづくりが急務な課題といえる。

キーワード:1)保育施設,2)屋外遊戯湯(園庭),3)屋外活動スペース,4)園外活動,

7)保育のニーズ,8)地或資源9)代替・補完・積極的利用

5)公園利用,6)街区公園,
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1研究の背景と目的

近年,働く母親の増加や就労形態の多様化を受け,保

育ニーズが高まっている。特に都心部においては,保育

所入所待機児童問題が重要な課題となっている。年度当

初に待機児童が50人を超える地方自治体には待機児童

解消のための保育計画の策定が義務づけられており,認

可保育所の新設や自治体独自の認定基準に基づく保育室

(横浜市では横浜保育室)の増設や家庭的保育事業(横

浜市では家庭保育福祉員制度)などによる対応が行われ

ている。本研究で対象とする横浜市も,ここ数年で待機

児童の大幅減少をはかっている都市である(図1-1)。

認可保育所に関しては,児童福祉法に基づく児童福祉

施設設置最低基準(S23.12省令,H17.4.1改正)で

「満2歳以上の幼児を入所させる保育所には,園庭等の

「屋外遊戯場」(「屋外遊戯場」に代わる付近の場所を

含む。基準3.3㎡/幼児1人)の設置が必要」と規定さ

れており,室内環境と共に屋外におけるあそび場所確保

を重視している。しかし,待機児童問題に対応するため,

ほとんどの認可保育所では定員を超えて入所を受け入れ

ているため園庭が手狭になっている実態がある文1)。

また,新設される保育所では,「屋外遊戯場」を敷地

内に保有することが困難であるため,規制緩和により

「必要な面積があり屋外活動にあたって安全が確保され

ていれば,必ずしも保育所と隣接していなくてもよい」

とされ,ビルの中に設置された保育所では近隣の神社,

公園等を「屋外遊戯場」の代替とすることが可能となっ

ている注1)。しかし,保育施設の「屋外遊戯場」の代替

場所としての公園の位置づけにっいては,先述したよう

な「代替場所として近隣の公園等でも可」という指導が

ある程度で,保育施設の公園利用は推奨されていると推

察されるものの未だ具体的な利用のための枠組みや指針

が明確になっていない。

一方,平成5年都市公園法施行令の改正により「児童

公園」という位置づけから移行した「街区公園」をはじ

めとする住区基幹公園は,小学生などの遊び場や乳幼児

を持っ親子の社交場としての機能だけでなく,高齢者や
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就業者,近隣住民にとっての憩いの場,癒しの場,防災

拠点といったように,求められる役割が多様化している。

それに伴い愛護会に代表される公園の管理運営も住民主

体へと移行の動きがある中文2)文3),一方では高齢化等

による愛護会組織等の管理体制継続の難しさから「管理

が行き届かない」公園の存在も否めず,遊休化による荒

廃が進む公園,使われていない公園の存在が指摘されっ

っあり文4)文5),魅力的な地域資源として周辺居住者や

利用想定者に求められる住区基幹公園整備の在り方,そ

してより活用されるための管理運営も含めた指針づくり

が課題となっている。

以上より,「屋外遊戯場」の代替場所として近隣の公

園の活用が制度上推奨され,且つ日常的利用が予想され

る「保育施設」に注目し,子どもの成長・発達に有効な

保育を展開するための外部空間となる「屋外遊戯場」の

代替空間として街区公園等の住区基幹公園がどう在るべ

きかの位置づけをすることは急務な課題であり,また公

園利用者として一定の集団規模での日常的な利用が想定

される「保育施設」を明確に捉えることは,地域資源と

して公園の有効活用に向けた新たな展開に繋がるのでは

ないだろうか滋)。

そこで本研究では,その枠組みや具体的な指針作成を

視野においた検討のための第一歩として,全国的な少子

化傾向の中,人口360万人を超える政令指定都市で,

就学前児童が増加している横浜市を対象エリアに,保育

施設の立地特性と施設概要を踏まえ(第3章),公園利

用の実態と公園へのニーズから保育施設の園外活動注3)
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図1-1横浜市における保育所数と待機児童数等の推移

表2-1横浜市における保育資源の種類とアンケート回答

      種別朝)施設数定観アンケート回答数
      配布数回収数回収率

      認可保商所全体寧2)390潔33944※39013835.4%      公立(含・公営民般2箇110※9277※1104843.6%
      私立280※246672809032.隅

      認可外保育施設横浜保蕎望3)133413213343323覧      一殼認可外保商施設125777顧一脚
      事藁所内保育施設55669一_囲
      ベビーホテル35145一一一

      一止輯39145393076.9%
      一56221137.5%

*1)横浜市子ども脅少年局の握供データによりH194に作成(※はH196に更薪)。
*2)児童福祉法第39条に基づき認定。
*3)横浜市要綱に基づき認定。3趨児未満の待機児童の解消、多様な保育ニーズへ

の対応簿を目的に横浜市が独自に定める毅備や保膏水準を満たした施般。
*4)横浜市要鯛に基づき般置。市援の認定を曼け、福祉愚が保腰餐の委託を受け

て、保育に欠ける低年齢児を「保育者の居宅」で保育する制度。

の場としての公園の位置づけを検討し,日常的利用を行

っている公園への評価や「広さ」「近さ」といった空間

規模や位置関係,さらには実際に利用している公園での

実測・観察調査による環境特性の把握から園外活動を展

開する場として公園に必要とされる要件を整理すること

で,保育施設の「屋外遊戯場」の代替となる公園(主に

街区公園)像について考察する(第4～6章)。さらに

公園を拠点とする保育施設と地域との交流や関わりの状

況(第7章)や保育施設の公園管理への関わりと管理組

織との関係(第8章)を踏まえ,屋外遊戯場の代替場所

としての公園利用への課題について探究するものである。

2研究の方法

本研究では表2・1に示す横浜市の全保育資源のうち,

国や自治体による設置認可基準が設けられている保育施

設として,認可保育所,横浜保育室(1997年創設の横

浜市単独事業),家庭保育福祉員(1966年制定。国庫

補助事業及び横浜市単独事業の併用)の3種別を対象に,

2007年6月現在登録の全施設に対し園外活動に関する

アンケ・・一・一一ト調査を実施した(表2-1右欄,平均回収率

37.5%)「s4)注5)。これらはいずれも保育に欠ける子ど

もを対象に通常保育が実施される保育施設である。

調査項目は,①回答者・施設・屋外遊戯場の各属性,

②施設敷地内の屋外活動スペースの実態と評価,③屋外

における園外活動の実態,④公園利用状況と公園の評

価・要望,⑤公園での地域交流である注6)。

結果の分析にあたっては,施設型で一定数以上の定

員設定がある認可保育所(原則60人以上)と横浜保育

室(原則20人以上)と,保育者の居宅で少人数を対象

に行われる家庭保育福祉員は保育形態の違いが大きいこ

とから質問項目③④については分けて分析した。

またアンケート調査を補完する目的として,地理情報

システム(GIS)による保育施設と利用公園の地図分析

と一部保育施設へのヒアリング調査と実際に利用してい

る公園での実測・観察調査を行うと共に(13箇所),保

育施設の利用実態の把握状況を確認するために一部公園

管理組織に対するヒアリング調査も実施した。

3保育施設の立地特性と施設概要

3-1横浜市の全保育施設の立地特性

横浜市の全施設を対象にしたGISによる地図分析によ

れば,認可保育所の71%が住居系地域に,横浜保育室

は52%が商業系地域に,家庭保育福祉員については

80%が住居系地域に分布し,保育施設の種別により立地

する用途地域に差違がみられる(図3-1)。

特に回答のあった保育施設との最寄り駅までの距離に

ついては,認可保育所の平均距離は791.9m(累積度数

80%圏域は1200m),横浜保育室の平均距離506.8m
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(累積度数80%圏域500m),家庭保育福祉員の平均距

離842.6m(累積度数80%圏域1200m)であり,商業系

地域での立地が多い横浜保育室の特異性が顕著であった。

3--2保育施設の施設概要と屋外活動スペース

アンケート結果によれば,保育施設の施設建物形態は,

認可保育所・公立の9割が独立した建物であるが,認可

保育所・私立は21%,横浜保育室では72%が他の施設

との併設であった(図3-2)。また,3階建て以上の建

物に設置された施設は,認可保育所・私立は26%,横

浜保育室では72%で,駅近くのオフィス・商業ビルや

マンションの一角を使用して開設されている。

認可保育所の「屋外遊戯場」の設置状況については
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「分からない」を除きほぼ全施設が敷地内の園庭を「屋

外遊戯場」としているが,認可保育所および横浜保育室

の一人あたりの園庭面積注7)は開設年度が新しいほど狭

くなる傾向もみられる(両者の全体平均は4.3㎡,図

3・3)。認可保育所では公私の別なくほとんどが園庭を

敷地内に有し利用している推察されるが,2000年以降

では開設件数が急増しており,1997年創設の横浜保育

室開設が反映されていると思われる。実際,横浜保育室

では園庭がないとする回答が61%で(図3-4),屋外活

動スペースの広さについての評価でも「どちらかといえ

ば充分でない」「充分でない」が67%もあり,特に屋

外活動スペースの不足が指摘できる。また横浜保育室に

は「園庭代わりに定期的に利用する敷地外の場所(屋

外)」にっいて具体的に記入を求めたところ9割以上が

具体的な公園名を指摘しており,これらの空間での補填

の様子が浮き彫りにされた。

一方,保育者の居宅で保育が行われる家庭保育福祉員

は,9割が戸建て住宅(2階建て)であった(図3-2)。

その8割は庭,3割はデッキを保有しており,庭には花

壇(81%),仮設遊具(54%),水飲み・洗い場

(46%)が設置,その他調査時期が7月であったため仮

設プール(65%)の設置も多く挙げられており,設置物

は認可保育所や横浜保育室もほぼ同傾向であった。また

家庭保育福祉員の「自庭を活動スペースとして活用する

にあたって工夫」については,安全面では門扉やゲート

を設置し危険なく走り回れるようにする等,子どもの成

育空間として敷地内の屋外空間を工夫活用する様子が窺

われた。
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4認可保育所・横浜保育室における園外活動

ここでは,認可保育所と横浜保育室における園外活動

の実態と園外活動の場としての「公園」の位置づけを検

討する。

4-1認可保育所・横浜保育室の園外活動の実態

認可保育所,横浜保育室のいずれも日常的に園外活動

に出かけていることが明らかとなった(図4-1)。園庭

を持たない横浜保育室では特に園外活動がデイリープロ

グラムに組み込まれていることが推察できる。また園外

活動での保育のねらい注8)とそれに対応する活動場所を

複数選択により得た回答をみると,ねらいに対して活動

場所を選択する様子が窺える(図4-2)。そしてどのね

らいにおいても,「公園」とそこまでの移動経路ともな

る「道」を合わせた指摘は約6割にのぼっており,「公

園」「道」は保育施設の種別に因らず保育施設全体にと

って重要な活動場所であることがわかる。また,園外活

動の途中で子どもたちが楽しみにしている場所の自由記

述では,認可保育所107件,横浜保育室38件の回答が

あり,ほぼ全ての保育施設が活動途中での「お楽しみス

認可(公立)

認可(私立)

機浜保育室

O% 20% 40% 60% 80% 100%

匪ぼkH・遷{・・～3回・Xl:咽・月に2-3回・月1:順醸

図4-1認可保育所・横浜保育室の園外活動の頻度

O%20%40%60%80%100c

1)体力増進や運動能力を向上する

認可(公立)

認可(私立)

横浜保脅室

2)健康を保持する

認可(公立)

認可(私立)

横浜保費室

3)自然にふれる

認可(公立)

認可(私立)

横浜保商室

4)生き物にふれる

認可(公立)

認可(私立)

横浜保宵室

5)身近な施般・生活に関心を持つ

認可(公立)

認可(私立)

横浜保禽室

6)地域の人々と交流

ポット」を保有している実態が指摘できる。中でも『乗

り物(電車・車など)が見られる場所』が最も多いこと

からも「道」の重要性が再確認できるといえよう。また

『生きもの(動物,昆虫,魚など)が見られる場所』

『草花が咲いたり木の実がなっているところを見られる

場所』の他『特徴のある遊具があり多様な活動ができる

公園』『商店街や商店の人』といった指摘もあり,地域

の様々な物的・人的資源が園外活動に大きく寄与してい

ることが明らかになった。目的地までの移動経路の選択

で重視することでは2歳児では「交通上の安全が確保さ

れている」(約8割)が最も高いが,認可保育所では

「保育所等から近い」「自然が豊かである」ともに5割

であるのに対し横浜保育室では「保育所等から近い」が

7割にのぼるといった施設による差違が見られた。また

4歳児では「交通上の安全が確保されている」「自然が

豊かである」がいずれも約6割と,2歳児と比べた年齢

による差違が顕著で,子どもの成長に伴う保育施設の注

視する点の変化が垣間見られた。

認可(公立)

認可(私立)

横浜保奮室

7)交通ルール等安全知織の習得

認可(公立)

認可(私立)

横浜保育室

 厩蓮コ墜埜9蒔藤壷旦道旦ぞφ圃

図4-2園外活動での保育のねらいと活動場所(複数回答)

         社会教商

         1-一需                   一一一…を●一馨圏×
         〆・鉱魯麗禽猷×         低年齢(2歳)          高年齢

                  含㌔一1會8開幽⑭

         翻麟㊧⑱グル_プ1]1團グループ2画グループ3命グループ4×グループ5

                  

図4-3公園での保育のねらいによる施設類型度

圏[垂璽到
必要スへ'一スの確保

経路上に自然豊憲
交通安全の確傷く/
施般から近いで＼1

鱗選
安全・安心

函

設
備
・
平
面
計
画

グループ1グループ2グループ3
自然教育バランス重視型社会教育自然重視型低年齢教育安全性璽視型

図4-4公關での俣育のねらい難型ゲループ別の公maニー一ズ
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4-2公園での保育のねらいと潜在的に求める公園ニーズ

図4-2での園外活動での保育のねらいと利用場所とし

て公園を選択した回答パターンを元に,数量化皿類分析

による保育施設の類型を行ったところ(図4-3,第3軸

までの累積寄与率70.2%),第1軸「年齢差」,第2

軸「社会教育一自然教育」,第3軸「社会の認知一規範

習得」と解釈し,保育施設を5つの異なる性質のグルー

プに分類することができた。

さらに,公園に関しての「遊び・活動」「設備・平面

計画」「自然環境」「安全・安心」「人間関係」「周辺

環境」「移動経路」に大別される35評価項目からの

"頻度に関わらず園外活動をする公園に最も重視する5

項目"の回答を「公園に対する重視要素(以下,公園ニ

ーズ)」とし,数量化による類型グループの特徴を捉え

たところ,グループ1は公園でのねらいに自然教育を据

えつつ,公園に対しては自然・社会環境,広さ等全体を

重視している「自然教育一バランス重視型」(74件),

(箇所数)
050100150

1必要スへ■一スの確保
2幼児用遊具の充案

3安全遊具
_________4LZK遊び一

5適度な広さ
6幼児向用水回り

7ベンチ
8雨よけ

9バギースペース
10日当たり・日陰
11季節の変化
12自然舗装

13植物が豊欝
14毘虫動物が豊窩

一_一.__」5水辺.
16清潔

17死角が少ない
18管理者出入り頻繁

19橦え込み・柵
20危険場所が少ない

一一一2t不審者が少な↓、
22地域と交流可能

23子育て家庭の利用
24様々な世代の利用
25異年齢で遊べる

 一λβ他」の保奮施設の利用.
27日照条件

28通行車両少ない
29外から人の目届く

 ,_βq大葺気」;しな↓、
31施設から近い

32交通安全の確保
33立ち寄る遊び場ある
34経路上に自然豊窟

35季節に応じた快遜懸

図4-5最もよく行く公園に対する評価(複数回答)

表4-1公園での保育のねらい類型グループ別
週1回以上利用する街区公園の平均面積・平均距離

     公園面積(㎡)施設からの距離(m)

     平均i準峰小簸大平均倒標準叢小{簸大

     自然教育一バランス璽視型11526」1729.438111_一___ユ__4_一一II1432,α584.21462___一_一」__._一___.13995875.0ト2231「一一一一「一一『T-一一一一一II季981,4528.4旨1170112951n　　n234i30002613i224.9i108,9i__一一L-.一.　209,8105.1-一一尋一_一一一一i21380一一一一46395_一一__L_一…29i400丁一一一一「12513371     一『皿一『一社会教育一自然璽視型一一'一一『一一
     一低年齢教育一安全性璽視型202.5194.4_一一..1
     規範教育一対人間関係・計画要棄璽視型一一一一12135i771旨

同様にグループ2「社会教育一自然重視型」(35件),

グループ3「低年齢教育一安全性重視型」(31件,主

に横浜保育室が多く属する),グループ4「規範教育一

対人間関係・計画要素重視型」(17件)と位置づける

ことができた(図4-4)注9)。すなわち,公園で園外活

動をする上での保育のねらいによって,潜在的に公園ニ

ーズが異なっている状況が確認できたといえる。

4-3日常的に利用する公園への評価と基本要件となる公

園の「広さ」「近さ」

4-3-1日常的に利用する公園の担保

アンケート調査では"日常的に利用する公園注1°)"の

数と"最もよく行く公園順に最大3箇所まで"の具体名

称を把握した。「日常的に利用する」と回答のあった公

園数は認可保育所で平均5.77箇所(有効回答施設数75

件),横浜保育室では平均3.42箇所(同26件)で,保

育施設は日常的な園外活動が展開できる場として複数の

公園を担保している様子が窺える。また具体名称で挙げ

られた全公園の70%が街区公園,19%が近隣公園で

(有効回答数348件),地域に多く点在する街区公園が

保育施設にとって最も利用しやすい重要な公園であるこ

とが再確認できた。

4-3-2最もよく行く公園に対する評価

"実際に最もよく行く公園への評価"として「遊び・

活動」「設備・平面計画」「自然環境」「安全・安心」

「人間関係」「周辺環境」「移動経路」に大別される

35項目について複数回答により評価を求めたところ,

特に「必要な活動スペースの確保」「適度な広さ」「施

設からの近さ」への回答は9割以上で,「広さ」と「近

さ」が公園選定の際の基本要件であることが明らかにな

った(図4-5)。特に「近さ」は,4-1での移動経路を

選ぶ際の重視項目とも呼応した結果といえる。

さらに4-2で得られた保育のねらい類型グル・一一一一一プ別に

"最もよく行く公園への評価"の視点を概観すると,社

会教育一自然重視型では「子どもが出ていかないような

植え込み・柵がある(全体回答率1に対し1.22)」,

低年齢教育一安全性重視型では「バギーなどを停めるス

ペースがある(同1.28)」,規範教育一対人間関係・

計画要素重視型は「人の目が届く(同1.41)」「日照

条件が良い(同1.34)」「異なる年齢が同意に遊ぶ

(同L28)」「季節の変化(同1.27)」等の評価が高

いといったように,保育のねらい類型グループ別の公園

への評価視点には若干の違いがあり,「広さ」と「近

さ」を基本要件にしながら,それぞれ保育のねらいによ

り公園を選択していることが推察される。

4-3-3週1回以上利用する街区公園の「広さ」「近さ」

公園選定の際の基本要件である「広さ」「近さ」につ

いて,その指標化を試みる。保育施設が週1回以上利用

する街区公園(132箇所)面積の度数分布は広範囲にお
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よんでおり,累積度数80%圏域とした面積3000㎡以下

を標準母集団として場合の平均面積は1469.8㎡,4-2

で得られた保育のねらい類型グループ別に平均面積を算

出すると,最小の「低年齢教育一安全性重視型」と最大

の「規範教育一対人間関係・計画要素重視型」では約

600㎡の差違があった(表4-1左欄)。横浜市全街区公

園(H17年6月i現在2173箇所で算出)を対象に同様に

累積度数80%圏で算出した平均値951.4㎡と比較する

と,やや大きめの公園を利用していることがわかる。

一方週1回以上利用する街区公園の施設からの距離度

数分布は,ほぼ900m圏内に納まっており,先に算出し

た面積同様,累積度数圏域80%の400m以下を標準母集

団とした場合の平均距離は213.8rn,保育のねらい類型

グループ別に算出した平均距離でも最大20m程度の差

違であった(表4-1右欄)。

5認可保育所・横浜保育室が利用する公園環境特性

5-1公園案測・観察調査の目的

横浜市の保育施設が園外活動の場として日常的に利用

する公園について,その周辺および内部の環境特性を明

らかにするため公園の実測調査および観察調査を行った。

これは先の「保育所が日常的に利用する公園」に対する

評価と,本調査で得られる公園環境の実態との関係を比

較し,保育所の評価結果を多面的に検証するもので,園

外活動の場としての公園の在り方を公園環境の面から検

討する基礎データとなると考える。

図4-5の保育施設が"最もよく行く公園への評価"と

"一般的な公園として最も重視する5項目"に対する回

表5-1公園実測・観察調査項目
    鯛査項目(選択項目内容)

    ①適度な広さがある⑥保育者の目が届きやすい(死角が少ない)
    ②園活動に必要なスペースを確保できる⑦高層建築が近接せず、日照条件が良い
    ③保育所等から近い⑧土や草地などの自然舗装がある

    ④季節の変化を感じられる⑨草花や樹木など植物が多い

    ⑤子どもが大声を出しても気にしなくても良い⑩日当たり,日影が麺度にある
表5-2調査対象公園一騎

     公園名種別公園での保膏のねらい類型公園面積(㎡)保商施設との距離(m)
     S-H公園認可(私立)自然教育一バランス璽視型1894165

     S-S公園一一一認可(私立)自然教育一バランス璽視型}一1132一236
     B-H公團認可(私立)自然教商一バランス璽視型1054234

     S-U公國認可(私立)社会教育一自然重視型2066153

     M-S公園認可(私立)社会教育一自然璽視型1810214

     H-M公園認可(私立)社会教育一自然璽視型1001229■一}}一
     P-1公園横浜保育室低年齢教育一安全性璽視型13・・「三一14・
     M-N公園横浜保膏室低年齢教育一安全性璽視型}741一　203
     W-A公園横浜保育室低年齢教育一安全性璽視型1685217

     E-N公園横浜保育室低年齢教育一安全性璽視型979233

     1-A公園認可(私立)規範教育一対人間関係・計画要繁璽視型2613125

     P-H公園認可(私立)規範教冑一対人間関係・計画要棄璽視型1904297

     N-S公園横浜保育室規範教爾一対人間閾係・計画要累璽視型1723187

答結果を比較すると公園環境への様々なニーズとともに

潜在ニーズを読み取ることができた。例えば,回答項目

のカテゴリー「周辺環境」に属する項目は,日常的に利

用する公園への評価は高いが,一般的な公園へのニーズ

としては高くないため,保育施設が利用する公園の潜在

的な特徴といえる。

本調査は保育施設が園外活動で日常的に利用する公園

環境特性を実態から把握することを目的とするため,日

常的に利用する公園の評価として高い上位10項目を調

査項目とする(表5-1)。

5-1-1調査対象公園の選定

4-2で類型化した4つのグループ別に,週1回以上利

用する公園のうち,表4-1に示した公園面積と施設から

の距離が平均値に近いものを3～4件,計13公園を選定

した(表5-2)注11)。

5-1-2調査方法

調査は天候の良好な中間期とし,2007年11月末～12

月中旬,2008年6月末～7.月にかけて行った。観察調査

や音環境調査は対象となる保育施設が日常的な園外活動

を行っている日時・天候に行った。

5-2公園利用状況と園活動に必要なスペース

5-2-1調査方法

一般利用者の利用状況も把握するため9:30～日没ま

で調査を行った。まず,利用状況を把握するため,30

分ごとに利用者シートに来園時刻,性別,年齢,人数,

行為等を記入した。また,表5-1に示す広さに関わる項

人200

数

人150

100

50

0

利90%「
用80%
面
積70%
率60%

(50%
%
40%

30%

20%

10%

0%

S-HB-HS-UM-SP-IE-NI-AP-HN-S

公園名

図5-1園外活動日における公園利用者数と内訳
200

180子
160ど

S-HB-HS-UM-SP-IE-NP-HN-S

陣1碗藤tT-!至三唾込墾廟痂劃
図5-2
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公園の利用面席率と子ども一人当たりの利用面積
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目①および②の実態を把握するため,園外活動として公

園を利用する様子を観察し,子どもが動く最大範囲をそ

の場で記入用紙へ書き込んだ。この結果を2m角の格子

を用いて利用面積を算定する。

5-2-2公園の利用者特性

図5-1に公園ごとの一日の利用者数とその内訳を示す。

グループ4の1-A公園とN-S公園は利用者数が180名と

最も多い。また,8件中6件の公園で小学生グループの

利用が見られた。

5-2-3公園内の利用面積の特徴

図5-2に保育所の公園内の利用面積率注12)と子ども一

人当たりの利用面積を示す。P-1,E-N公園は50%

未満,それ以外は70～80%を占有して利用しているこ

とがわかる注13)。一方で,子ども一人当たりの利用面積

で比較すると各公園のばらつきが縮まり40～60㎡程度

(平均53.54㎡)となる。低年齢教育がねらいのグルー

プ3の利用面積率の低さは,安全に配慮する為にあまり

広がらずに遊ばせている様子が観察調査からも見ること

ができた。また子ども一人当たりの利用面積率が一定の

範囲内に収まることから,70～80%の利用率がある保育

施設は窮屈に公園を利用しているのではなくそれぞれの

公園を子どもに見合った規模とみて利用していることが

わかる。また,子ども一人当たりの園庭面積が小さいほ

ど,子ども一人当たりの公園の利用面積が大きくなる傾

向が見られた。

5-3公園の自然環境特性

5-3-1調査方法

表5ヨの項目④,⑧,⑨の実態を把握するため,公園

の植物量と季節変化を感じさせる要素,自然舗装の割合

にっいて観察調査を行った。公園内の高木,低木の位置

を記録用紙(平面図)に記入した。また,季節変化を感

じさせる要素については,秋季から冬季にかけて行った

保育所へのヒアリング調査によっても把握し,補足デー

タを得た。

5-3-2自然環境特性とその捉え方

植物量の調査結果から植物量への評価は木の本数や密

度には影響されず,その他のなんらかの因子が働いてい

ることが分かった。また,S-U公園を利用する保育施

設はアンケートで植物量に対して「要望」が示されてい

たが,低木面積率が1%未満であったため,この因子が

植物量に影響を与えたものと思われる。

5-3-3季節変化を感じさせる要素

今回の調査では公園内の樹種と季節変化に対する評価

との関係性は見られなかった。しかしながら,子どもた

ちの遊びを観察した結果,自然と触れ合う遊びをしてい

た保育施設では,高木から落ちた落ち葉,どんぐり,木

の実などを拾うことが多かった。また,低木の木になる

実をもぐ光景も見られた。ヒアリング結果によれば,桜

の花びらを拾うことや,タンポポやシロツメ草が生える

草むらのような場所を求めている意見もあり,手の届く

範囲の草花や実の存在が季節感を感じさせる役目を果た

しているようだ。

5-3-4公園の舗装面の特徴

自然舗装(草木の生えた土と砂で表面を固めた地面を

自然舗装とする)だけでなく人工舗装も含めて,舗装材

料ごとに平面図へ色別に描き込むことで,公園の舗装状

況を把握した。この結果,公園面積を100%とした場合,

保育施設の利用する公園はすべて80%以上の自然舗装

面積を持つ公園であることが分かった。また,公園に対

して自然を重視するグループ2の自然舗装面積が若干で

はあるが他のグループよりも割合が大きく,自然を求め

て公園を訪れることを示唆するものと思われる。ただし,

アンケートから得られた当該公園の自然舗装に対する評

価と,実際の自然舗装面積率にはほとんど差が見られな

かった。これは,面積率80%以上という高い面積率を

充足する公園であったことも一因と思われる。

5-4公園における音環境

5-4-1調査方法

音環境は普通騒音計で騒音レベルを把握するものとし,

公園内の固定点と公園内外に移動点を設けて騒音測定を

行った。固定点は保育施設が公園を利用し,遊びを行う

場所のできるだけ中心に近い位置として,三脚で高さ

1.2mの位置に騒音計を設置して,保育施設が来園する

前から退場した後まで常時記録した。遊びを行う場所は

事前にヒアリングにより確認した。また,移動点は固定

点から10m,20m,30m,40m離れた位置で,三脚で

高さ1.2mの位置に騒音計を設置して測定した。保育施

設の来園前と利用中,退場後のそれぞれの時間帯に,同

じ地点を移動しながら1地点につき5分間測定を行った

(0.1秒の瞬時値を連続測定)。また移動点は,公園の利

用範囲で最も近い民家の前を含むようにした。この時,

記録シートに計測時に起こった保育施設利用以外の顕著
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図5-3保育施設の来場前後の等価騒音レベル
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な音についても記録した。これらは,利用者の影響を強

く受けるため,利用観察調査と同日に行った。

5-4-2音環境特性

公園での園活動の中心に近い固定点の最大等価騒音レ

ベル(LAeq,5)の値を図5-3に示す。B-H公園,S-U公

園,P-1公園,E-N公園は60dB以上で,近くの交通量の

多い道路や線路によって公園の場所自体の騒音が高いこ

とがわかる。このような背景騒音が高い地域では保育施

設が利用した際もグラフの傾きからLAeq,5値の上昇率

は元々静かな地域に比べて少ない。つまりこれらの公園

は背景騒音が子どもたちの声を緩衝しているといえる。

また小学生の利用が多い公園があるが,小学生は幼児よ

りも大きな声を出すため,そのような日常的に騒音とな

りうる利用者がいる公園も保育施設が利用しやすい公園

の特徴としてあげられる。背景騒音が大きい公園という

こと以外に,利用者が多い公園や小学生が集団利用する

公園でも騒音による問題は生じにくいことが予想される。

これは,住民が普段の賑やかさに慣れていること,また

は騒音苦情の対象者の特定が難しいためである。また,

そのような地域では地域住民と保育施設との信頼関係も

重要になってくるということがヒアリング調査結果から

も示唆されている。

5-5保育者の目の届きやすさ

5-5-1調査方法

表5-1の調査項目⑥にっいて検証するため,5-2の

利用観察調査から子どもの遊びの内容および場所を得る

とともに保育者の位置や向き,動きもその際に把握した。

5-5-2目の届きやすさ

調査対象公園すべてが,広場を中心にした平面計画で,

比較的目が届きやすいことが予想される。子どもの遊び

場の多くを占める砂場と他の遊具との距離と,「目の届

きやすさ」への評価にっいて考察する。砂場と他の遊具

との距離が遠いほど「目の届きやすさ」に対する評価が

下がっている傾向がみられた。また,自然遊び注14)の中

でも特に,低木の裏に入って遊ぶ行為をしていた保育施

設はS-HとN-SとB-Hで,こういった自然に紛れ

る遊びをしていた保育施設の公園も評価が厳しくなる傾

向が見られた。また,いくっかの保育施設では子どもに

同じ帽子を被らせるなどの対策をして区別していること

もわかった。

5-6公園の日照条件

5-6-1調査方法

表5-1の調査項目⑦および⑩について検証するため,

周辺建物の影響による公園全体の日照条件および,遊び

場での日当たり,日陰の状況を測定および利用観察調査

を行った。公園全体の日照条件については,公園の周辺

建物の高さと階数を調査シートに記入する。後日,建物

高さと建物用途を素に公園平面図に北緯36°冬至午前

10時30分の日影図を作成する。また,保育施設が公園

を利用する時間帯(午前10:00～11:00の間)として

10:30に利用観察調査シートの平面図に日影を書き込み,

日影図を作成する。保育施設が利用している日に曇りの

場合は他の晴れた日を利用し,同じくらいの時間帯で平

面図に日影を書き込んだ。日影図の記入時期は主に冬至

の前後一週間程度とした。

5-6-2遊び場(砂場)の目照条件

乳幼児が多く遊ぶ「砂場」に着目し,砂場の日当たり

状況については考察する。観察調査からも保育施設の子

どもの,広場を利用して走り回って遊ぶ遊び方と,砂場

を利用し座りながら遊ぶ遊び方の2種類に大別できた。

各公園の砂場の日影状況と,公園全体の日影面積率を

みると,夏に日影をつくり,冬に日なたとなる落葉樹が

かかっているような砂場はすべて特に良いと評価がされ

ていることが分かった。冬も砂場に一部でも日影がある

公園は,公園の実日影面積率が低くても「日当たり日影

が適度にある」という項目に対する評価が悪く,要望と

して挙げられていた。ここで,公園全体の日影面積が低

いとその影響も大きく,公園の日照に対する評価が悪く

なるが,実日影率が高い場合は公園全体が寒い状態なの

で,夏も冬も日なたの砂場は貴重な場所となることから,

評価が高くなると判断できた。

保育施設が利用している公園での実測・観察調査より,

主に以下の公園環境に関する特性が把握できた。

公園での園活動に必要な面積は,保育施設のグループ

ごとに特徴が別れたが,子ども一人当たりの活動面積は

全てにおいて40～60㎡程度とわかり,それぞれのグル

ープごとに活動面積の予測値を求めることができた(公

園占有率70～80%,一人あたり利用面積平均53.5㎡)。

季節変化はヒアリング・観察調査により落下する植樹

や木の実,タンポポやシロツメ草を含む草むらが求めら

れていることがわかった。植物量は低木面積があること

が必要なので,子どもが植物の裏に入っても完全には隠

れない程度の密度と高さを備えた低木と,その周辺に低

茎草本類などが生える舗装面が理想的といえる。

音環境は,背景騒音の大きさが「子どもの声を気にし

なくてよい」条件に合致されている様子が窺われた。

日照に対する評価は,砂場の日影状況が影響を与える

ことがわかった。また保育者の目の届きやすさに関して

は,計画的には遊具同士を離して配置するのでなく,一

箇所にまとめて計画されること,また,低木の計画にっ

いては,低木の裏に子どもが入ることを想定し,植物に

紛れても危なくないような植栽計画が必要と思われる。

6家庭的保育における園外活動

ここでは,保育者の居宅で5人以下の少人数の低年齢

児を対象とする家庭保育福祉員の園外活動の実態にっい
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て整理する。

6-1園外活動の頻度と敷地内の屋外活動スペース評価

園外活動の頻度はほぼ毎日が77%,週2～3回が

17%であり,高い頻度で園外活動が行われていた。

敷地内屋外活動スペースの評価との関連でみると,

「広さ」や「遊具・設備」への評価が低い場合に,園外

活動に頻度がより高い傾向が認められた。一方,それら

への評価が高い場合にも,園外活動の頻度が高い傾向が

見られており,デイリープログラムに園外保育が位置づ

けられている様子が窺えた。

6-2園外活動における保育のねらいと実際の活動場所

保育のねらい別に実際の活動場所を尋ねたところ,全

体的には公園の活用が多く,また公園でほとんどの保育

のねらいを充足できている状況が把握できた(図6-1)。

また,道の活用にっいては,とりわけ安全に対する意

識・知識の習得で割合が高いが,その他の項目でも公園

に続いて割合が高いものが多く認められた。道の活用は,

認可保育所や横浜保育室のそれと比較した場合,家庭保

育福祉員の方が全体に割合が高く,道が単なる移動経路

としてあるのではなく,散歩道であったり,移動経路そ

のものも保育の活動の一つとして位置づけられ,より深

く認識されていることが窺える結果であった。

認可保育所や横浜保育室と同様に,お楽しみスポット

として,乗り物(電車・車など),生きもの,草花・木

の実などの自然物が見られたり,触れることのできる場

所があげられた。さらに移動経路の選択では交通上の安

全確保(87%)と保育室からの近さ(67%)だけでなく,自

然が豊か(60%),移動中の快適性(47%)が認可保育所や

横浜保育室より高い割合を示しており,家庭保育福祉員

は移動経路や道自体も重要な保育環境として捉え,そこ

で触れる自然や快適性も重視しているものと考えられる。

地域の人々と交流することを保育のねらいとして活用

する場所については,公園の割合が最も高く,次に道,

商店街が続いた。その他(47%)の内容は地区センター

(公民館),保育所,幼稚園などが多く,地域のサーク

ル,グループホーム,近所の家,町内会館なども挙げら

れた。地域交流の場所を認可保育所や横浜保育室と比較

すると,公園をあげる割合は,横浜保育室と並んで認可

保育所より高い傾向が見られた。

6-3公園の日常利用と評価

日常的に利用する公園の合計数は1か所から9か所ま

でバラツキが見られたが,3か所13%で最も多かった。

公園を利用する頻度は最も多く利用する公園で,週2

～3回が最も多く(43%),次にほぼ毎日(27%)が続いた。

園外活動はほぼ毎日行うが77%であったことから,日

によって行き先を変えながら複数の公園を利用している

ことが推察された。

最も利用頻度の高い公園に対する評価を尋ねたところ,

評価が高かった項目(70%以上)は,適度な広さがある

(83%),保育所から近い(83%),園活動に必要なスペー

スを確保できる(77%),日当たり・日陰が適度にある

(77%),季節の変化を感じられる(73%),保育者の目が

届きやすい(70%)などであった。

同公園への要望として高い割合であげられた項目は,

バギーなどを停めるスペースがある(47%),子どもが使

いやすいトイレや水飲み場がある(37%),水遊びができ

る(33%),雨よけがある(30%),水辺がある(27%),清

掃や管理が行き届いている(23%),子どもが出て行かな

いような植え込みや柵がある(23%)などであった。

利用する公園として重視する項目を5つあげてもらっ

た結果では,日当たり・日陰が適度にある(36.7%),危

険な場所が少ない(36.7%),安全基準を満たした遊具が

ある(30%),適度な広さがある(30%),保育者の目が行

き届きやすい(30%)などの割合が高かった。

7公園を拠点とする地域との交流の実態

「地域の子育て家庭への挨拶」はいずれの保育施設も

約7割以上が「必ずする」と回答した。また「地域の子

育て家庭の子どもを遊びに誘う」も「たまにする」まで

含むとほとんどが行っている。

「地域の子育て家庭への園庭開放などの行事案内」は

「全くしない」がそれぞれ59%,43%で,認可保育所

の17%と比較すると実施している割合が低い。一方

「地域の子育て家庭に対する育児相談」では家庭保育福

祉員での「全くしない」が8%にすぎず,頻度にばらっ

きがあるものの横浜保育室や認可保育所の「全くしな

公園
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商店街
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い」よりも実施している割合が高かった。

また「保育施設の子どもと地域の人たちとの交流」は,

家庭保育福祉員では「必ずする」「よくする」併せて

73%が行っており,「たまにする」が最も多い認可保育

所(52%),横浜保育室(53%)と比べて頻度の開きが見ら

れた(図7-1)。同様に「公園での地域行事への参加」

でも家庭保育福祉員の「全くしない」のポイントが認可

保育所・横浜保育福祉員のそれに比べ25～30ポイント

低いといった差違が見られた(図7-2)。

利用する公園での地域住民との関わりをみてみると,

子育て家庭や地域の人たちに対する交流の実践はある程

度確認できたものの,総じて地域行事への参加度は低い

傾向にあることがわかった。しかし特に家庭保育福祉員

では,保育室の子どもの地域住民との交流が積極的に行

われている実態も明らかになった。

8保育施設の公園管理への関わりと管理組織との関係

公園管理組織にっいてはいずれの保育施設も約5割は

「知っている」との回答があったが,約5～7割が市や

土木事務所が管理者との認知であり,地元自治会や愛護

会等を指摘する保育施設は3割程度であった注15)。また,

認識している管理組織に対して公園に関する要望を伝え

たことがあると回答したのは,認可保育所が70%,横

浜保育室と家庭保育福祉員が50%と若干の差違がみら

れた。その内容は,遊具の不備や年齢制限についての問

合せや砂場の管理,ごみや犬猫の尿尿処理や植栽の勇定

に関することが多い一方,他の利用者との共存やイベン

ト時での利用についての問合せ等も挙げられている。
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蜜庭保育福祉贔
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また個別の園外活動後の公園清掃について約3割の施

設が「ほとんどしない」という実態が把握された。また

「町内会等が実施する公園の清掃活動への参加」につい

ても頻度が低くても参加している施設は家庭保育福祉員

では5割だが,認可保育所と横浜保育室では2割程度に

留まり,特に認可保育所・横浜保育室での清掃活動への

参加への消極性が顕著であった(図8-1)。さらに「草

花を植えるといった公園管理への参加」にいたってはい

ずれの施設も7～9割が全くしていなかった(図8-2)。

ところで,主たる管理組織である土木事務所へのヒア

リング調査からは,園外活動の場としての保育施設の定

期的公園利用にっいては一部にっいて把握し,イベント

の開催時に参加・呼びかけ等をすることもあるとのこと

であった(例;公園の花壇づくりイベントへの近隣の保

育園児の参加)。しかし,管轄下の保育施設数は数多く

その活動範囲も広いことから詳細までは把握しきれてい

ないのが現状ということで,園外活動の場として公園を

定常的に利用する保育施設と地元管理組織との関係性に

ついて実態把握できていない現状が明らかになった。

公園利用者としての保育施設の制度上の位置づけが曖

昧であることに鑑み,地域資源の公園を共有利用してい

ることを保育施設に向けて意識付けると同時に,地域と

公園を共有できるしくみづくりの必要性が指摘できる。

9まとめ

本研究では横浜市内の,保育に欠ける子どもを対象に

通常保育を行う認可保育所・横浜保育室・家庭保育福祉

員を対象とする,園外活動に関するアンケート調査
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認可(私立)

横浜保商室
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図8-1町内会や愛護会等が実施する公園の濡掃活動への参加
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図7-2公園での地域行事への参加
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GISによる保育施設と利用公園の地図分析,利用してい

る公園の実測・観察調査とヒアリング調査,公園管理組

織へのヒアリング調査を行い,以下を明らかとした。

1)駅前の商業地域等に立地し園庭の広さが十分でない

保育施設では公園をほぼ毎日利用するなど園庭の代替利

用の実態とともに,保育施設の園外活動の頻度では認可

保育所で8割,横浜保育室で9割が「週1回以上」,い

ずれかの場所へ日常的に園外活動に出かけている実態が

明らかになった。最もよく行く公園の利用頻度でも保育

施設の半数以上は週1回以上利用していること,利用す

る公園の66%が街区公園であることから,園外活動に

おいて公園,特に街区公園は重要な場所であることを指

摘した。また園外活動空間として公園だけでなく近隣の

道等も周辺環境や移動経路も重視しながら活用されてお

り,地域の人的・物的資源を活用した園外活動の実態を

明らかにした。

2)利用される公園内部の保育環境要素,周辺環境,公

園までの移動経路といった35項目への評価から,自然

環境や人間関係の項目が全般的に評価されていること,

また広さや近さといった地理的項目についても評価でき

る公園をよく利用していることを示した。

3)公園での「保育のねらい」による多変量解析と公園

環境に対する重視要素(公園ニーズ)の違いから保育施

設を4つのグループ(自然教育を公園でのねらいと据え

つつ自然・社会環境,広さなど全体を重視している「自

然教育一バランス重視型」,以下同様に「社会教育一自

然重視型」「低年齢教育一安全性重視型」「規範教育一

対人間関係・計画要素重視型」)に整理した。

4)週1回以上利用する街区公園は平均面積約1500㎡

で保育施設との平均距離約210m,これらは3)で整理

したグループ別に若干の差違があった。また週1回以上

利用する公園のうち保育施設から250m以上離れた距離

の公園が57.6%で,必ずしも近い公園ばかりが利用さ

れている訳ではなかった。ヒアリング調査結果も合わせ,

保育のねらいと公園ニーズ,地理的条件に因る公園選択

の様子を浮き彫りにした。

5)実際に利用している公園での実測・観察調査(晩

秋)から,公園での子どもの活動面積(公園占有率70

～80%,一人あたり利用面積平均53.5㎡)の導出,

「大声を出しても気にしなくてよい」という評価の公園

の音環境等の環境特性を整理した。特に音環境にっいて

は,背景騒音の存在や集団利用が多い特徴を持つ公園で

は近隣騒音の問題が生じにくいことが示唆され,ヒァリ

ング調査からは公園利用に際して近隣騒音に地域住民と

保育施設との信頼関係が影響することが確認された。

6)家庭保育福祉員は,低年齢児(3歳未満)を対象と

し,小集団(5人以下)であることから,保育者の居宅

の庭でも充分な広さを確保でき,遊具や自然環境も充分

と評価されるところもあるが,その場合でも園外活動の

重要性が認識され高い頻度で実施されており,また道や

移動経路も重要な園外活動の場所として捉えられている

ことが指摘できる。認可保育所や横浜保育室で行われる

施設型の集団保育と異なり,家庭保育福祉員は保育者の

居宅で限られた人間関係の中で行われる小集団保育とい

う特徴を有する。そのため,より積極的に地域資源を活

用しながら,保育を行う実態を示した。

7)地域との交流は道や商店街等だけで行われるのでは

なく,公園でも多く行われていた。特に家庭保育福祉員

では地域の子育て家庭への支援(挨拶,子育て家庭の相

談にのる等)だけでなく,園の子どもたち自身が公園に

来る地域の大人たちとの交流を行っており,認可保育所

や横浜保育室と比較した場合にその差異は顕著であった。

園外活動において地域の様々な物的・人的資源が園外活

動に大きく寄与している実態や実測・観察調査から得ら

れた音環境への潜在的ニーズを鑑みれば,その場だけの

一時的な交流ではなく公園をはじめ地域資源の活用をき

っかけとして更なる地域との繋がりの構築が求められる

ことが指摘できる。

8)保育施設が公園を定常利用する実態を管理組織が把

握しきれていない現状が明らかになった。公園利用者と

しての保育施設の制度上の位置づけが曖昧であることも

鑑み,保育施設が公園を定常利用している実態と必要性

を地域や管理組織に広めることと同時に,公園を地域で

共有していることの保育施設に対する意識付けが必要で

あり,地域と公園を共有できるしくみづくりが課題とし

て指摘できる。

本研究を通して,敷地内に充分な園庭を確保できない

保育施設が急増する実態とともに,近隣にある多くの公

園によって屋外遊戯場の「補完・代替」だけでなく,園

外活動の場としてより「積極(強化)」利用する実態が

明らかになった。また保育施設は公園に限らず多くの人

的・物的地域資源を活用して保育を展開していることか

ら,地域全体を園庭と見なして活動する様子が窺われた。

社会的な背景から園庭が充分でない保育施設が今後も

増設されることは予測され,新規増設の設置基準にあた

っては立地条件別の考察も必要であろう。また「地域全

体を園庭」として捉え活用する考え方の下での施設設置

に関する制度設計の見直しや,地域社会との繋がりをよ

り働きかけていくしくみづくりが急務な課題といえる。
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<注>

1)2001年3月『待機児童解消に向けた児童福祉施設最
低基準に係る留意事項等について(厚生労働省雇用均
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等・児童家庭局保育課)』より屋外遊戯場の認定に緩
和政策がとられるようになり,土地確保が困難で保育
所と同一敷地内に屋外遊戯場を設けることが困難な都
市部において特に有効に保育所増,待機児童削減に繋
がった。屋外遊戯場に代わるべき場所に求められる条

件は「…①当該公園,広場,寺社境内等については,
必要な面積があり,屋外活動に当たって安全が確保さ
れ,かつ,保育所からの距離が,日常的に幼児が使用
できる程度で移動に当たって安全が確保されていれば,
必ずしも保育所と隣接する必要はない。当該公園,広
場,寺社境内等については,保育所関係者が所有権,
地上権,賃借権等の権限を有するまでの必要はなく,
所有権等を有する者が地方公共団体又は公共的団体の
他,地域の実情に応じて信用力の高い主体等保育所に
よる安定的かつ継続的な使用が確保されると認められ

る主体であれば足りる。」とされている。
2)保育施設の公園の利用実態やニーズを踏まえた上での

計画的・定期的利用といった「使いたい」ニーズを明
確化し,地域住民の単に人手不足で管理が継続できな
い中でも「環境は保持させたい」ニーズを合致させる
ことや例えば保育施設のような「利用者」が公園の管
理運営も含めた形で公園に関わることは,将来的に高
齢化が進む市街地において,保育施設の増設を計画的
に配することと連動して「使われていない」「使われ
にくい」公園の再活性化を図り,公園を拠点としたこ
れまでとは異なる新しいコミュニティ形成のしくみづ
くりの一つとして位置づけられると考えられる。

3)本研究では,「園外活動(屋外)」を保育施設内では
できない,または,味わいにくい経験を施設の敷地外
の場で行う保育のうち,日常的に行う屋外での活動を
指し,保育施設周辺に出かける日常の散歩も含むと定
義し,遠足などのイベントは除外した。

4)本研究は保育施設の「屋外遊技場」としての代替空間
のための枠組みや具体的指針作成を視野においた検討
を目標としており,まずは行政による設置認可が行わ
れている保育施設の現状把握に努めることを急務とし

て調査を実施した。「屋外遊技場」の一人当たり面積
の設置基準と代替措置の明記については認可保育所の
みで,横浜保育室ではその認定に「屋外遊戯場を有す
ること」との条件はあるものの面積基準はなく,「場
合によっては付近の公園や屋上使用でも可」と明記さ
れているのみである。また,家庭保育福祉員は保育者
の居宅で,主として3歳未満児を対象に行われる保育
であり,5人以下の少規模保育を行っており,屋外遊
戯場に関する面積基準および代替措置等はほぼ横浜保
育室と同様である。

5)現在,家庭的保育事業は,児童福祉法第21条27に規
定される子育て支援事業の一環として位置づけられて
いる。現在進められている「新待機児童ゼロ作戦」で
は重要施策として位置づけられ,また「子どもと家族
を応援する日本」重点戦略会議(2007年12月)」にお
いて「多様で弾力的な保育」の一環として拡充の必要
性が指摘され,法制化が予定されている。このように
多様な保育形態が推進される中,これに該当する家庭
保育福祉員に対する公園等の地域資源の活用も含めた
整備基準の検討は意義が高いと考えられる。

6)アンケートでは児童福祉施設設置最低基準に従い「満
2歳以上の幼児」の活動を対象とし,年齢については
年齢による活動の違いや縦割り保育も存在することか
ら2歳児または4歳児クラス別の緩やかな設定とした。

7)面積はアンケート結果とゼンリン住宅地図を元に算出。
8)各保育施設では独自の保育方針に従い,日々の成長と

目標達成度を鑑みながら保育を展開している。その為,
保育のねらいには,保育施設の持つ周辺も含めた環境
資源と施設の園外活動に対する考えが特徴として顕れ

るものと思われる。

9)グループ5はまとまった件数が得られなかったためこ
の解釈の対象から除外した。

10)日常的に利用している公園の数を問う質問では,「日
常」の概念を各施設に委ねた形で行った。

11)ここで,公園の広さと近さは5-1で示した通り公園評
価の上位に位置し,利用する公園選びに大きな影響を
及ぼすと予想される。このため,実測調査に当たり,
これらの要素を平均的な値に統一することで広さと近

さに関する影響の差をなくすことで,それ以外の公園
環境にっいての評価がより忠実な値になるものと考え
る。また実測・観察調査の公園選定にあたってはヒア
リングの協力意向も考慮した。

12)利用面積率とは公園全体の面積に対する保育施設が活
動に利用した最大面積の割合をいう。

13)グループ4のN-S,1-A公園は保育施設と同時に
10人以上の他の利用者が公園内にいた為,これを避け
て利用し,若干利用面積率に影響が出たと思われる。

14)ここでの自然遊びとは,自然を交えた遊び,具体的に
は木の実等を拾う,低木の裏にまわって隠れる,草の
生えた舗装での遊ぶ行為を指す。また集団の一部の子
どもが自然遊びをした場合も自然遊びと見なした。

15)横浜市では,公園を地域住民の共同の「庭」として考
え,市民の共有の財産である身近な公園の管理にあた
っては公園を設置している行政だけでなく,公園の清
掃・除草等の日常的な管理について,地域の方々を中
心にボランティアの団体「公園愛護会」を結成促進し
協働での管理を推進し,活動に必要な物品の提供や活
動に必要なノウハウの提供等を行っている。
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